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抄　　録

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延という未曾有の危機により、三密の回避、マスクの
常用など、いわゆる「新しい生活様式」が若者に広く求められた。また、繰り返される緊急事態宣言に
より、これまで当然にあった学校生活を過ごせなくなった。このような変化が子ども・若者のメンタ
ルヘルスに与える影響は少なくなく、事実、2020年に自殺した児童生徒は統計のある1980年以降最多
の479名であった。他方、2022年度から施行された新学習指導要領に「精神疾患の予防と回復」が加わ
り、学校を拠点にしたメンタルヘルスの向上への取り組みが始まった。正しい精神疾患の知識を獲得
したうえで、次に重要になるのは、子ども・若者が心身の不調時に正しく速やかに援助希求行動が取
れる環境整備になる。

このような社会課題は本邦に限られたことではなく、諸外国では学校を拠点にしたメンタルヘルス
ケアモデルが社会実装し一定の効果を示している。

ここでは、本邦の教育・医療の環境変化や学校保健の特徴を考慮したうえで、諸外国での事例を参
考に、筆者らが取り組む学校を拠点に遠隔医療を活用したメンタルヘルスケアサービスを紹介し、子
ども・若者を取り巻く環境を諸家の知見を交えながら概観し、子ども・若者がより健やかに成長でき
る社会について考えていきたい。

●子ども・若者を取り巻く環境とメンタルヘルス
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延という未曾有の危機により、三密の回避、マスクの

常用、黙食、頻回の手洗いなど、いわゆる「新しい生活様式」が子ども・若者に広く求められた。また、
全国的な感染拡大を抑制するための手段として全国一斉休校といった措置がとられることに加え、繰
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り返される緊急事態宣言により、これまで当然にあった学校生活を過ごせなくなった。このような新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）の子ども・若者に与える影響は少なくなく、日本語版KINDL-R
を用いた国立成育医療センターの報告では、こころの健康度を示す値は、小学生、中学生、高校生のい
ずれも第1回調査時から標準より低く、2021年3月の調査では、調査開始以来、中学生、高校生で最も
悪化していることが図1の赤丸で示される（国立成育医療センター, 2021）。事実、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）による一斉休校があった2020年に自殺した小学生、中学生、高校生は統計のあ
る1980年以降最多の479名であり、特に同年8月における児童生徒の自殺者数は65人で、前年同月と
比較して約2倍であった（文部科学省, 2021）。この子ども・若者の自殺者数の増加の背景には、自殺の
起因として挙げられる（NPO法人ライフリンク, 2013）就業や外出制限のために親子とも自宅に引きこ
もり親子間のストレスが増加することで生じる「家族間の不和」や遠隔授業やオンライン学習に馴染
めずに生じる「学業不振」、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行後より顕著に増加した「引
きこもり、不登校」が挙げられるだろう。

※第1〜3回コロナ×こどもアンケートの同調査項目の結果と比較（ただし対象集団は同一ではない）

出典：国立成育医療センター, 2021（一部改変）

図1　日本語版KINDL-R尺度によるコロナ禍の子ども・若者の精神的健康度の変化
「こころの健康（日本語版「KINDL-R」尺度）」

一方、子ども・若者のメンタルヘルスに関しては、「近年、社会環境や生活環境の急激な変化は、子ど
もの心身の健康にも大きな影響を与えており、学校生活においても生活習慣の乱れ、いじめ、不登校、
児童虐待などのメンタルへルスに関する課題が顕在化している」という内容が以前から中央教育審議
会答申でも指摘されている。また、年代別の死因順位をみても15～39歳の各年代の死因の第1位は自
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殺となっており、15～34歳の若者世代で死因の第1位が自殺となっているのは、先進国（主要7か国）
では日本のみであり、その死亡率も他の国に比べて高いものとなっている。さらに、病的状態、障害な
どの疾病負荷を示す“Disability-Adjusted Life Year（DALYs）”値は、15歳から30歳において他の年代
に比べ男女ともに低いものの、精神疾患が大部分を占めている。

これらからも新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延など未曾有の危機は精神疾患の好発
年齢である子ども・若者世代のメンタルヘルスという社会課題をより表面化したとも捉えられる。ス
ティグマなど、父母を含めメンタルヘルスリテラシーが十分でない状況において、子ども・若者世代
のメンタルヘルスに対して社会的な興味関心が高まる昨今こそ、精神保健、精神疾患、精神科医療の正
しい知識の提供を通じて課題解決を図る取り組みを紹介したい。

●メンタルヘルスに対する学校保健の状況
本邦の学校保健の特徴としては、健康診断や健康相談などの保健管理と、体育科・保健体育科をは

じめ関連する教科などを通じ、児童生徒が自分自身や他者の健康課題を理解し、自ら進んで自己管理
を行うことが生涯にわたってできるようにすることを目指す保健教育の両面を有している。また、保
健教育の成果を活用して保健管理が行われてきた点が特徴的である。保健教育は学習指導要領に従っ
た展開が主になるが、これまでうつ病や統合失調症などの精神疾患を学ぶ機会は学習指導要領に含ま
れておらず、ストレスの理解と対処などに限定されていた。しかしながら、前述したようなメンタル
ヘルスに関する課題の顕在化を受けて、2022年から施行された新学習指導要領では、『精神疾患の予防
と回復には、運動、食事、休養及び睡眠の調和のとれた生活を実践するとともに、心身の不調に気付く
ことが重要であること。また、疾病の早期発見及び社会的な対策が必要であること』というように精
神疾患について学ぶ機会が確保された。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延により、明
らかに増加した摂食障害についても、うつ病、統合失調症、不安症とならび学習項目として明記されて
いる。中根允文は「精神障害について全く知らされないことによる精神障害への不安や恐怖感の発露・
増強が偏見に繋がりうることも否定できないように考える。精神保健に関する教育は病名を挙げなく
ても可能であると考えたいが、防止策や対応法を考えるとき、少なくとも代表的な精神疾患について
は幾つかの症状など伝えておくことも必要なのではないだろうか」と述べているように（中根・三根, 
2013）、今後、児童生徒が病的な症状について学ぶことは、精神病性障害を発症してから最初の治療が
開始されるまでの期間（duration of untreated psychosis：DUP）を短縮することに繋がると期待される。

そのうえで、次に重要になるのは、児童生徒が心身の不調時に正しく速やかに援助希求行動を取れる
かである。学校における保健管理は、児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るなどの保健
管理活動を定めた学校保健安全法施行規則に従った展開になる。ここでは就学時の健康診断を義務付
けているが、第6条にある検査項目に精神状態は小学校から高等学校までのいずれの学年も含まれてい
ない。また、学校医に対して行った調査では、子どものメンタルへルスの対応において、精神科医等の
専門家に相談できる体制づくりが必要との回答が多かったように（財団法人日本学校保健会, 2017）、実
際、学校医の多くは精神科医ではないため、学校において精神保健、精神疾患、精神科医療などに関す
る情報が十分にあるとはいえない状況にある。

このような状況下のうえに今回、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延が重なり、児童生
徒のメンタルヘルスの課題が顕在化したことを受け、文部科学省は以下のような通知を学校に向けて
発信している。
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「自宅で過ごす児童生徒及びその保護者との連絡を密にし、当該児童生徒の心身の状況の変化や違
和感の有無に注意し、児童生徒に自殺を企図する兆候がみられた場合には、特定の教職員で抱え込ま
ず、直ちに校長等の管理職に相談・報告し、管理職のリーダーシップのもと、関係教職員がチームとし
て対応するとともに、教育相談員による観察や、保護者、医療機関等との連携を図りながら組織的に対
応すること。また、各学校において、感染症対策の徹底に留意しつつ、アンケート調査、担任やスクー
ルカウンセラーによる個人面談等の教育相談等を実施し、悩みを抱える児童生徒の早期発見・早期対
応を組織的に行うこと。」

確かに、児童生徒の心身の不調の早期発見に向けて、日常的に児童生徒の健康状態を観察し得る学
校や教員に役割の高まりを期待せざる負えないが、専門性が求められるとともに教員の働き方改革が
叫ばれるように多忙な教員のすきま時間でできることは限られるように感じる。また、児童生徒の心
身の不調を理解し回復させるに当たって、保護者などとの連携は不可欠であるが、父母を含む一般人
口のメンタルヘルスリテラシーが十分でないなかでの連携は簡単ではない。実際、教員が担当する児
童生徒の心身の不調を汲み取り、これまでの経験からその児童生徒の保護者に対し医療連携を勧めた
際、保護者から「医療従事者でない教員が子どもを病気と判断することに疑問を感じる」というよう
に、教員としては不本意なかたちで伝わってしまう場面を目の当たりにしてきた。

●諸外国における学校を拠点にしたメンタルヘルスケアモデル　
子ども・若者のメンタルヘルスが社会課題とされるのは本邦に限られたことではない。世界保健機

関（World Health Organization：WHO）は、学校を拠点にしたメンタルヘルスケアのモデルとして、児
童生徒に対して精神疾患や精神保健、精神科医療に関する教育を提供するだけでなく、教員、家族や医
療機関など学校に関わる人々に対して提供することを推奨している。先行する国のひとつであるオー
ストラリアでは、初等・中等教育のカリキュラムに精神保健が明記されており、MindMattersという
プログラムに基づいてかなり以前から保健教育が展開されている。児童生徒向けの教材では、ストレ
スへの対処、いじめや嫌がらせへの対処、精神疾患の理解や援助希求の方法などが含まれる。また、教
員向けの教材では、児童生徒の精神疾患への理解の促進や対応、自殺予防の取り組み、保護者とのコミ
ュニケーション方法、精神科医療などが含まれている。このような学校を拠点にしたメンタルヘルス
に関しての取り組みは、メンタルヘルスリテラシーの向上やアンチスティグマに効果があると効果検
証もされている（Jorm et al., 2010）。また、同じくオーストラリアで始まった「headspace」は、エビデ
ンスに基いた瞑想とマインドフルネスを“Information and Communication Technology”（ICT）を通し
てサービス提供しており、サービスのなかには「headspace for educators」というように、児童生徒の
メンタルヘルスサポートの充実に向けた教員向けのツールも提供される。このようにメンタルヘルス
リテラシーの向上やアンチスティグマに対して産官学で活発な取り組みがされている。

一方、米国においては、毎年、14％から20％の子ども・若者が精神障害を経験しているにもかかわら
ず、診断可能な精神障害を持つ子ども・若者の70％が治療を受けていないとされる（National 
Academy of Sciences, 2009; Greenberg et al., 2003）。このような心身の不調ある子ども・若者に正し
く速やかに援助希求行動を取ってもらう方法の一つとして、近年、インターネットなどの通信技術を
用いて医療サービスを行う、いわゆる遠隔精神医療（tele-psychiatry）を用いた取り組みが活発化して
いる。もともと精神科の外来診療はお互いの顔を見ながらの面接が大きな比重を占めており、テレビ
会議システムを用いた遠隔医療と親和性が高い診療科領域であることに加え、児童精神科医など限ら
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れたリソースをICTの特性を用いて効果的かつ効率的に提供し、従来型の学校保健と組み合わせるこ
とが可能な手段となるためである。実際、遠隔精神医療を用いたうつ病などの精神障害における治療
効果を検証する先行研究でもその有効性が報告されている（Ruskin et al., 2004）。そして、多くの学校
で遠隔精神医療が取り入れられ、精神保健サービスを受ける子どもやその保護者または教師の満足度
が非常に高いことに加え、テレビ会議システムを用いた直接的支援から、プライマリーケアや専門家
との協議および共同サービス提供などの間接的支援まで多岐にわたり、遠隔精神医療の有用性・汎用
性を示す多くの報告がされている（Hilty et al, 2013）。このような背景に加え、学校は子ども・若者や
その保護者にとって馴染みのある環境であるため、メンタルヘルスケアを受けている子ども・若者の
70％から80％は学校内でそのケアを受けている（Surgeon General’s report on Children’s Mental 
Health. Available, 2010）。表1には、学校を拠点にした遠隔医療の利点と課題をまとめた（American 
Academy of Child and Adolescent Psychiatry Committee on Telepsychiatry and the Committee on 
Quality Issues, 2017; Cunningham et al., 2013; Stephan et al., 2016; Reynolds et al., 2015; Sanchez et 
al., 2019）。

表1　学校を拠点にした遠隔精神医療の利点と課題

●学校拠点のオンライン健康相談の取り組み
本邦においても平成30（2018）年3月の厚生労働省の「オンライン診療の適切な実施に関する指針」

（以下、ガイドライン）や新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のまん延を受けて、昨今、急速に遠隔
医療が発展している。また、学校においても文部科学省が提示したGIGAスクール構想（Global and 
Innovation Gateway for Allの略）が前倒しで進められた。そこでは、次世代の子供たちにとって、教
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育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活用が求められるとし、1人1台端末及び高速大
容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、並行してクラウド活用推進、ICT機器の整備
調達体制の構築、利活用優良事例の普及、利活用のPlan-Do-Check-Act（PDCA）サイクル徹底等を進め
ることで、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校
現場で持続的に実現させるとしている。また、1人1台端末の整備と併せて、統合型校務支援システム
をはじめとしたICT の導入・運用を加速していくことで、教職員等の負担軽減にも貢献し、学校にお
ける働き方改革にもつなげるとされる。

筆者らは、このような本邦における医療・教育の環境変化に加え、特に米国での遠隔精神医療を用い
た学校における精神保健支援モデルを参考に、本邦にある学校と児童精神科医・精神科医・心理士など
の専門スタッフをインターネットを用いて繋ぎ、オンライン健康相談を提供するWelcome to talk

（https://welcometotalk.co.jp）というサービスを展開している。このサービスは、ガイドラインにある
遠隔健康医療相談に沿い、従来型の学校保健と組み合わせることを基本にしており、現在はテレビ会
議システムを用いた直接的支援が主なサービスになっている。情報セキュリティについては、
“Information Security Management System”（ISMS）認証のもと、個人情報保護方針及びプライバシー
ポリシーに準じた運用がされている。利用者はサービスを導入した学校に在籍する在学生が中心であ
るが、保護者や教職員も対象としている。

実際のオンライン健康相談では、精神保健、精神疾患、精神科医療などに関する正しい情報提供を通
じて、気をつける症状と受診のタイミング（どういう場合に受診するか）を利用者に分かりやすく具体
的な表現で伝えている。また、在学生の状態や相談後どう行動するかといった判断は導入校に求めら
れることを踏まえ、オンライン健康相談後に担当した児童精神科医等から学校に対して報告書兼意見
書というかたちで助言を行い、病気の時などに求められる導入校の役割や判断への支援を行っている。

経済産業省の令和元年先端的教育用ソフトウェア導入実証事業（経済産業省, 2019）で、公私立の中
学校、高等学校に導入され、学校を拠点にしたメンタルヘルスケアサービスとしての検証がなされた。
そのなかで、精神科医や臨床心理士から提出される「報告書兼意見書」を通して、学校内での生徒指導
や保護者対応がより専門性を含む内容になり、児童生徒や保護者の理解が得られやすいことが意見さ
れた。また、学校に精神科の校医が不在のなか、WHO-5精神的健康状態表を活用した在学生の心身の
状態の可視化による健康管理や援助希求行動に対する助言など、学校における精神科校医の需要が再
確認されるとともに、日常生活で触れ合う機会がない精神科医との接点をもつことで、精神科医に対
するイメージを含むアンチスティグマやメンタルヘルスリテラシーの向上につながったと感じる。さ
らに、ICTの特性を生かした地理的な障壁の解消、放課後などの相談時間の拡大、対面相談に比べた心
理的な障壁の軽減、養護教諭や教員が直接、精神科医や臨床心理士に相談できる機会が高まることが
確認された。

●Universal PreventionからIndicated Preventionをシームレスに展開するメンタルヘルスケアサー
ビスに向けて
学校拠点にしたオンライン健康相談の効果が期待される一方で、この取り組みを通じて、利用率の

向上、心身の不調の早期発見や早期支援には更なる改善が必要と考えている。具体的には、「予防レベ
ルに応じたサービスの在り方」が挙げられる。例えば、学校生活のなかで友人との関係が悪化した際、
誰かに少し話を聞いてもらいたいなどのニーズがある。いじめや他生徒との関係は自殺の危機要因の
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一つに挙げられるほどのリスク要因であるが、必ずしも初期から心身の不調が病態水準にあるわけで
はなく、また、人間形成の観点からは重要な成長の機会ともいえる。つまり、友人との関係悪化が引き
金で心身の不調があらわれた際、その程度が浅少なときから、より手軽に気軽に専門家と相談できる
環境整備が重要になるといえる。

このような経験から、現在筆者らは、図2に示すように、これまでのテレビ会議システムを用いたオ
ンライン健康相談に加え、より相談をし易い環境（相談窓口の拡充）として、テキストで相談できる、テ
キスト健康相談を展開している。テキスト健康相談の位置づけとしては、一般的に触れ合う機会の少
ない専門家への理解や安心の獲得に加え、病態評価に応じたオンライン健康相談へのトスアップにな
る。さらに、心身の不調を認めていない段階から日常的に自分自身のこころの変化について意識する
ことが速やかな援助希求行動に繋がると考え、声帯の変化を含めた音声分析の技術（音声感情センシ
ング技術）で心理状態を数値化し、在学生などが自身のこころの状態をモニタリングできるようにし
ている。

図2　予防レベルに応じたメンタルヘルスプロモーション

精神保健における予防と早期発見では、その介入戦略として、universal prevention（全般的予防介
入）、selective prevention（選択的予防介入）、indicated prevention（指標的予防介入）に分類され、特に
学校を拠点にしたメンタルヘルスリテラシー教育などのuniversal preventionが重要とされる。前述
したように新学習指導要領では、「精神疾患の予防と回復」が単元に盛り込まれ保健教育が充実され
る。精神疾患や精神科医療、精神保健に関する正しい知識の獲得を通して、児童生徒が自分自身の健
康課題を理解し、自ら進んで日常的に心身の健康を含めた自己管理を行うとともに、精神科の校医な
どの専門家が適宜児童生徒の心理状態を確認し、個別の状態に応じて最適な支援がシームレスに展開
されるようにしていくことがより求められる。

COI：本論文に際し、開示すべきCOI関係にある企業としては、株式会社Welcome to talkがあげられる。
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